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議案第１７号

令和７年度小浜市水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和７年度小浜市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（収益的収入および支出）

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。

（資本的収入および支出）

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額３０７，２３２千円は、当年度分消費税および地方消費税

資本的収支調整額２５，４４９千円および当年度分損益勘定留保資金２８１，７８３千円

で補てんするものとする。）。

（１） 給 水 件 数 １３，５５３件

（２） 年 間 総 有 収 水 量 ３，１０２，０００㎥

（３） 一日平均有収水量 ８，５１５㎥

（４） 主要な建設改良事業 第３期拡張工事費および改良工事費

１８８，７２３千円

収 入

第１款 事 業 収 益 ６０１，７４０千円

第１項 営 業 収 益 ４７６，４３３千円

第２項 営業外収益 １２５，３０７千円

支 出

第１款 事 業 費 ６０１，６７３千円

第１項 営 業 費 用 ５５７，８８２千円

第２項 営業外費用 ４２，５９１千円

第３項 特 別 損 失 ２００千円

第４項 予 備 費 １，０００千円

収 入

第１款 資 本 的 収 入 １８３，９４４千円

第１項 企 業 債 １５４，５００千円

第４項 他会計負担金 ２４，４４４千円

第５項 補助金 ５，０００千円
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（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。

（単位：千円）

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）営業費用、営業外費用および特別損失

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。

（１）職員給与費 ５３，４１６千円

（他会計からの補助金等）

第９条 水道事業会計における企業債の償還および児童手当に要する経費に充てるため、

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２２，９２４千円である。

支 出

第１款 資 本 的 支 出 ４９１，１７６千円

第１項 建設改良費 ３５３，０４０千円

第２項 企業債償還金 １３７，１３６千円

第３項 国庫補助金返還金 １，０００千円

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法

水道事業
（第３期拡張事業等）

千円

154,500
証書借入
または
証券発行

年4.0%以内

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他資
金について、利率
の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の
利率)

政府 資金およ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。
ただし、企業財

政の都合により据
置期間および償還
期限を短縮し、ま
たは繰上償還もし
くは低利に借換え
することができ
る。

2

水道事業会計



（たな卸資産購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１，９４３千円と定める。

令和７年２月１８日 提出

小 浜 市 長 杉 本 和 範
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議案第１８号 

 

令和７年度小浜市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度小浜市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処 理 面 積 １，１７０．４ha 

（２） 年 間 総 処 理 水 量 ３，９７７，７５１㎥ 

（３） 一 日 平 均 処 理 水 量 １０，８９７㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 ７９１，５００千円 

 （ア）管渠建設改良費 ３５８，１６８千円 

 （イ）処理場建設改良費 １９４，１００千円 

 （ウ）ポンプ場建設改良費 ２３９，２３２千円 

 

 （収益的収入および支出） 

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用 

中総係費９２，１５７千円の財源にあてるため、企業債２００千円を借り入れる。

また、営業外費用中支払利息および企業債取扱諸費１６３，３２４千円の財源にあ

てるため、企業債３２，０００千円を借り入れる。 

  収  入 
 

第１款  事 業 収 益 １，７４６，２８２千円 

 第１項  営 業 収 益 ８２２，９８６千円 

 第２項  営業外収益 ９２３，２９６千円 

 

  支  出  

第１款  事 業 費 １，７４６，１６８千円 

 第１項  営 業 費 用 １，５５１，７５４千円 

 第２項  営業外費用 １９２，４５９千円 

 第３項  特 別 損 失 １５５千円 

 第４項  予 備 費 １，８００千円 

 

（資本的収入および支出） 

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額５６６，３５４千円は、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調

整額３９，８９８千円、過年度分損益勘定留保資金１９１，９９５千円および当年度分損益

勘定留保資金３３４，４６１千円で補てんするものとする。）。 

  収  入  

第１款 資 本 的 収 入 １，４５１，５６５千円 

 第１項  企 業 債 ８２１，２００千円 

 第２項  出  資  金 ２６６，８４６千円 

 第５項  補 助 金 ３５１，８００千円 
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 第７項  受益者負担金および分担金 １０，１１９千円 

 第８項  貸付金収入 １，６００千円 

 

  支  出  

第１款 資 本 的 支 出 ２，０１７，９１９千円 

 第１項  建設改良費 ８１８，０５０千円 

 第２項  企業債償還金 １，１９７，２７０千円 

 第４項  貸 付 金 １，６００千円 

 第６項  返 還 金 ９９９千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間および限度額は、次のとおりと

定める。 

事項 期間 限度額 

水取排水区浸水対策ポンプ場

整備 
令和８年度～令和９年度 ２４２，５５０千円 

小浜浄化センター汚泥脱水設

備等の改築 
令和８年度～令和９年度 ６１８，０００千円 

水取排水区浸水対策乗り越し

管新設 
令和８年度 １２，０００千円 

 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業 
（建設改良債等） 

千円 
 
 
 
 

８５３，４００ 
 

証書借入 
または 

証券発行 

年４．０％以内 
 

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他の
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率) 

政府資金およ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。 

ただし、企業財
政の都合により
据置期間および
償還期限を短縮
し、または繰上償
還もしくは低利
に借換えするこ
とができる。 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

（１）営業費用、営業外費用および特別損失 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）職員給与費  ５９，１９２千円 

 

 （他会計からの補助金等） 
第１０条 下水道事業会計における企業債の償還および児童手当に要する経費等にあ

てるため、一般会計からこの会計へ補助等を受ける金額は８０７，９５０千円であ

る。 

 
  

令和７年２月１８日 提出 

 

 

 小 浜 市 長  杉  本  和  範 
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 601,740

1. 営業収益 476,433

1. 給水収益 443,793 水道料金・簡水料金収入

2. 加入金 11,035 水道加入金収入

3. 受託工事収益 850 受託給配水修繕収益

4. 他会計負担金 19,073 消防組合等負担金

5. その他営業収益 1,682 諸手数料

2. 営業外収益 125,307

1. 受取利息および配当金 1,123 預金利息

2. 他会計補助金 2,676
簡水債（利子分）償還一般会計補
助金他

5. 長期前受金戻入 119,000
償却資産取得財源の減価償却見合
分の収益化

7. 雑収益 1,408 原子力立地給付金等

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 601,673

1. 営業費用 557,882

1. 原水および浄水費 103,170 水源施設維持管理費用

2. 配水および給水費 58,482 配水および給水施設維持管理費用

3. 受託工事費 850 受託給配水修繕費用

4. 総係費 79,691 業務活動に要する費用

5. 減価償却費 311,989 固定資産の減価償却費

6. 資産減耗費 3,700 固定資産の除却費

2. 営業外費用 42,591

1. 支払利息および企業債取扱諸費 17,631 企業債借入金利息等

2. 雑支出 960 水道料金等過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 24,000

3. 特別損失 200

4. 過年度損益修正損 200

4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

令和７年度　小浜市水道事業会計予算実施計画
（水道事業・簡易水道事業）
収益的収入および支出
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 183,944

1. 企業債 154,500

1. 企業債 154,500 第３期拡張事業および改良事業債

4. 他会計負担金 24,444

1. 他会計負担金 24,444
消防組合負担金、
簡水債元金償還一般会計負担金

5. 補助金 5,000

1. 国庫補助金 5,000 配水管布設替工事等

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 491,176

1. 建設改良費 353,040

1. 水源および配水設備拡張費 136,900 第３期拡張事業費

2. 水源および配水設備改良費 211,305 配水設備改良事業費

3. 営業設備費 1,332 備品購入費等

4. リース債務支払額 3,503 リース料支払

2. 企業債償還金 137,136

1. 企業債償還金 137,136 企業債借入金元金

3. 国庫補助金返還金 1,000

1. 国庫補助金返還金 1,000 国庫補助金返還金

資本的収入および支出
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

1. 事業収益 601,740 515,660 86,080

1. 営業収益 476,433 423,311 53,122

1. 給水収益 443,793 391,402 52,391

2. 加入金 11,035 11,035 0

3. 受託工事収益 850 600 250

4. 他会計負担金 19,073 18,611 462

5. その他営業収益 1,682 1,663 19

2. 営業外収益 125,307 92,349 32,958

1. 受取利息および配当金 1,123 1,123 0

2. 他会計補助金 2,676 1,584 1,092

5. 長期前受金戻入 119,000 87,630 31,370

7. 雑収益 1,408 1,012 396

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 1,000 100

支　　　出
（単位　千円）

1. 事業費 601,673 461,110 140,563

1. 営業費用 557,882 421,276 136,606

1. 原水および浄水費 103,170 68,777 34,393

2. 配水および給水費 58,482 43,853 14,629

3. 受託工事費 850 600 250

4. 総係費 79,691 75,301 4,390

5. 減価償却費 311,989 229,645 82,344

6. 資産減耗費 3,700 3,100 600

2. 営業外費用 42,591 38,734 3,857

1. 支払利息および企業債取扱諸費 17,631 15,834 1,797

2. 雑支出 960 900 60

3. 消費税および地方消費税 24,000 22,000 2,000

3. 特別損失 200 100 100

4. 過年度損益修正損 200 100 100

4. 予備費 1,000 1,000 0

1. 予備費 1,000 1,000 0

令和７年度　小浜市水道事業会計予算実施計画　事業別内訳

収益的収入および支出

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的収入 183,944 165,984 17,960

1. 企業債 154,500 149,500 5,000

1. 企業債 154,500 149,500 5,000

4. 他会計負担金 24,444 11,484 12,960

1. 他会計負担金 24,444 11,484 12,960

5. 補助金 5,000 5,000 0

1. 国庫補助金 5,000 5,000 0

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的支出 491,176 447,014 44,162

1. 建設改良費 353,040 334,571 18,469

1. 水源および配水設備拡張費 136,900 136,900 0

2. 水源および配水設備改良費 211,305 193,206 18,099

3. 営業設備費 1,332 1,332 0

4. リース債務支払額 3,503 3,133 370

2. 企業債償還金 137,136 111,443 25,693

1. 企業債償還金 137,136 111,443 25,693

3. 国庫補助金返還金 1,000 1,000 0

1. 国庫補助金返還金 1,000 1,000 0

資本的収入および支出
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（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 1,018

減価償却費 309,397

長期前受金戻入額 △ 113,816

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 250

賞与引当金の増減額（△は減少） 232

未収金の増減額（△は増加） 256

　　小計 198,027

業務活動によるキャッシュ・フロー 198,027

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 289,436

消防負担金等による収入 9,200

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 20,244

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 259,992

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 154,500

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 137,136

リース債務の返済による支出 3,184

財務活動によるキャッシュ・フロー 20,548

Ⅳ　資金増加(減少)額 △ 41,417

Ⅴ　資金期首残高 860,697

Ⅵ　資金期末残高 819,280

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和７年度　小浜市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（水道事業・簡易水道事業）

       （令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１.営業収益

（1）給水収益 413,397

（2）加入金 6,176

（3）他会計負担金 12,591

（4）その他営業収益 1,331 433,495

２．営業費用

（1）原水及び浄水費 90,189

（2）配水及び給水費 55,767

（3）総係費 62,951

（4）減価償却費 309,397

（5）資産減耗費 3,700 522,004

営業損失 88,509

３．営業外収益

（1）受取利息及び配当金 80

（2）他会計補助金 2,990

（3）長期前受金戻入 119,169

（4）雑収益 1,337

（5）貸倒引当金 1,100 124,676

４．営業外費用

（1）支払利息及び企業債取扱諸費 18,122

（2）雑支出 960 19,082 105,594

経常利益 17,085

当年度純利益 17,085

前年度繰越剰余金 616,188

当年度未処分利益剰余金 633,273

令和６年度　小浜市水道事業会計予定損益計算書（前年度分）
(水道事業・簡易水道事業）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 138,548 107,557

ハ．構築物 9,867,190

減価償却累計額 △ 5,104,344 4,762,846

ニ．機械および装置 1,061,430

減価償却累計額 △ 833,720 227,710

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 14,521 653

へ．工具器具および備品 23,752

減価償却累計額 △ 19,319 4,433

ト．リース資産 18,809 0

減価償却累計額 △ 10,200 8,609

チ．建設仮勘定 59,059

有形固定資産合計 5,260,767

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 5,244

ロ．リース資産 0

ハ．ダム使用権 2,278,858

無形固定資産合計 2,284,102

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 10,295

貸倒引当金 △ 9,127

投資その他の資産合計 1,168

　固定資産合計 7,546,037

２．流動資産

（1）現金預金 860,697

（2）未収金 82,926

貸倒引当金 0 82,926

（3）貯蔵品 2,910

（4）その他流動資産 100

　流動資産合計 946,633

　資産合計 8,492,670

令和６年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（水道事業・簡易水道事業）
（令和７年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債
（1）企業債

997,349

（2）リース債務 194
固定負債合計 997,543

４．流動負債
（1）企業債

141,927

（2）リース債務 5
（3）未払金 91,201
（4）未払費用 3,698
（5）引当金

イ．賞与等引当金 4,391 4,391
（6）その他流動負債 605

流動負債合計 241,827

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 826,646
収益化累計額 △ 438,826 387,820

ロ．工事負担金 150,885
収益化累計額 △ 119,487 31,398

ハ．補助金 2,950,928
収益化累計額 △ 533,121 2,417,807

ニ．その他資本剰余金 1,587,874
収益化累計額 △ 1,053,390 534,484

（2）建設仮勘定長期前受金
イ．補助金 14,000
繰延収益合計 3,385,509

負債合計 4,624,879

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,599
ロ．繰入資本金 595,032
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,076,032

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．建設改良積立金 36,872
ロ．当年度未処分利益剰余金 633,273
利益剰余金合計 670,145
剰余金合計 791,759
資本合計 3,867,791

　負債資本合計 8,492,670

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

資本の部
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注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準および評価方法

・たな卸資産の評価基準および評価方法

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

・主な資産

貯蔵量水器

貯蔵材料費

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

・定額法

・主な耐用年数

建 物 ３０年～４５年

構築物 ２５年～４０年

機械および装置 ８年～２０年

車両運搬具 ４年～ ６年

工具・器具および備品 ２年～１５年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・定額法

・主な耐用年数

施設利用権 ３０年

ダム使用権 ５５年

ハ．リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

（３）引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。

ロ．退職給付引当金

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。

ハ．賞与等引当金

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表等に関する注記

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項

イ．企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は６２，１１８千円

である。

３．セグメント情報に関する注記

（１）報告セグメントの概要

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし

ている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

（２）報告セグメントごとの営業収益等

前年度（自：令和６年４月１日 至：令和７年３月３１日）

（単位：千円）

事業区分 事業の内容

水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務

簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務

水道事業 簡易水道事業 合計

営業収益 384,301 49,194 433,495

営業費用 391,336 130,668 522,004

営業損益 △7,035 △ 81,474 △ 88,509

経常損益 67,791 △ 50,706 17,085

セグメント資産 7,276,578 1,216,092 8,492,670

セグメント負債 3,982,399 642,480 4,624,879

その他項目

他会計繰入金
7,152 13,179 20,331

減価償却費 232,788 76,609 309,397

有形固定資産およ

び無形固定資産の

増加額

△ 63,222 △ 71,640 △ 134,862
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）ファイナンス・リース取引

未経過リース料相当額

１年内 ３０６千円

１年超 １５４千円

計 ４６０千円

５．その他の注記

（１）賞与等引当金の取崩し

令和６年度において、令和６年度６月期末手当及び勤勉手当として３，１８１千円を

支給するため、令和６年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費５１５千

円、賞与等引当金２，６６６千円を取り崩した。

（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し

令和６年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円収納があっ

たため、破産更生債権額を減額した。

この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があったため、貸倒引当金を

２５０千円取り崩した。
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 143,817 102,288

ハ．構築物 10,144,093

減価償却累計額 △ 5,336,688 4,807,405

ニ．機械および装置 1,074,276

減価償却累計額 △ 860,831 213,445

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 15,344 △ 170

へ．工具、器具および備品 23,752

減価償却累計額 △ 20,397 3,355

ト．リース資産 50,589 0

減価償却累計額 △ 10,200 40,389

チ．建設仮勘定 59,060

有形固定資産合計 5,315,672

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 4,694

ロ．リース資産 0

ハ．ダム利用権 2,236,636

無形固定資産合計 2,241,330

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 10,045

貸倒引当金 △ 8,877

投資その他の資産合計 1,168

　固定資産合計 7,558,170

２．流動資産

（1）現金預金 819,280

（2）未収金 82,920

貸倒引当金 0 82,920

（3）貯蔵品 1,720

（4）その他流動資産 100

　流動資産合計 904,020

　資産合計 8,462,190

令和７年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（水道事業・簡易水道事業）
（令和８年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債
（1）企業債

1,019,504

（2）リース債務 25,943
固定負債合計 1,045,447

４．流動負債
（1）企業債

137,136

（2）リース債務 9,534
（3）未払金 91,201
（4）未払費用 3,698
（5）引当金

イ．賞与等引当金 4,623 4,623
（6）その他流動負債 605

流動負債合計 246,797

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 830,846
収益化累計額 △ 455,720 375,126

ロ．工事負担金 150,885
収益化累計額 △ 122,192 28,693

ハ．補助金 2,955,928
収益化累計額 △ 601,158 2,354,770

ニ．その他資本剰余金 1,608,118
収益化累計額 △ 1,079,570 528,548

（2）建設仮勘定長期前受金
イ．補助金 14,000
繰延収益合計 3,301,137
負債合計 4,593,381

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,599
ロ．繰入資本金 595,032
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,076,032

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．建設改良積立金 36,872
ロ．当年度未処分利益剰余金 634,291
利益剰余金合計 671,163
剰余金合計 792,777
資本合計 3,868,809

　負債資本合計 8,462,190

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

資本の部
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注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準および評価方法

・たな卸資産の評価基準および評価方法

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

・主な資産

貯蔵量水器

貯蔵材料費

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

・定額法

・主な耐用年数

建 物 ３０年～４５年

構築物 ２５年～４０年

機械および装置 ８年～２０年

車両運搬具 ４年～ ６年

工具・器具および備品 ２年～１５年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・定額法

・主な耐用年数

施設利用権 ３０年

ダム使用権 ５５年

ハ．リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

（３）引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。

ロ．退職給付引当金

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。

ハ．賞与等引当金

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表等に関する注記

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項

イ．企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５４，８３３千円

である。

３．セグメント情報に関する注記

（１）報告セグメントの概要

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし

ている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自：令和７年４月１日 至：令和８年３月３１日）

（単位：千円）

事業区分 事業の内容

水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務

簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務

水道事業 簡易水道事業 合計

営業収益 385,775 47,564 433,339

営業費用 407,467 131,642 539,109

営業損益 △ 21,692 △ 84,078 △ 105,770

経常損益 97,379 △ 96,361 1,018

セグメント資産 7,370,066 1,092,124 8,462,190

セグメント負債 3,961,666 631,715 4,593,381

その他項目

他会計繰入金
7,284 12,960 20,244

減価償却費 229,645 82,344 311,989

有形固定資産およ

び無形固定資産の

増加額

74,678 △ 62,546 12,132
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）ファイナンス・リース取引

未経過リース料相当額

１年内 ３，５０３千円

１年超 ２８，６０２千円

計 ３２，１０５千円

５．その他の注記

（１）賞与等引当金の取崩し

令和７年度において、令和７年度６月期末手当及び勤勉手当として３，３０１千円を

支給するため、令和７年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費１，０９

２千円、賞与等引当金２，２０９千円を取り崩す。

（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し

令和７年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円収納があっ

たため、破産更生債権額を減額した。

この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納が見込まれるため、貸倒引当

金を２５０千円取り崩す。

22

水道事業会計



給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

一　般　職

　（１）　総　　括 （単位　千円）
職 員 数（人） 給与費

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

損益勘定支弁職員 0 5 0 19,322 12,544 31,866 6,228 38,094

資本勘定支弁職員 0 2 0 7,830 4,918 12,748 2,574 15,322

合計 0 7 0 27,152 17,462 44,614 8,802 53,416

損益勘定支弁職員 0 5 0 19,140 12,197 31,337 6,057 37,394

資本勘定支弁職員 0 2 0 7,364 4,215 11,579 2,266 13,845

合計 0 7 0 26,504 16,412 42,916 8,323 51,239

損益勘定支弁職員 0 0 0 182 347 529 171 700

資本勘定支弁職員 0 0 0 466 703 1,169 308 1,477

合計 0 0 0 648 1,050 1,698 479 2,177

（単位　千円）

扶　養 住　居 通　勤 管理職 単身赴任 特殊勤務 超過勤務

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手  当

本 年 度 1,836 0 339 1,368 0 10 1,560

前 年 度 1,794 0 390 972 0 10 1,560

比  　較 42 0 △ 51 396 0 0 0

宿日直 期　末 勤　勉 賞与引当 手当（特

手  当 手  当 手　当 金繰入額 別損失）

本 年 度 244 4,920 3,884 3,301 0 17,462

前 年 度 244 4,581 3,680 3,181 0 16,412

比  　較 0 339 204 120 0 1,050

区　分 法定福利費 合　計

本 年 度

前 年 度

比　　較

区　分

区　分 合　計

職　員　手　当

の　　内　　訳
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 648

963

428

職員手当 1,050 629

421

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

制度改定に伴う
増　　減　　分

給料改定に伴う期末勤勉手当
の増額、期末勤勉手当の支給
率改定に伴う増額

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

そ　の　他　の
増　　減　　分

△ 743 異動等に伴う分
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

　平均給料月額 　（円）   322,342

　平均給与月額 　（円）   372,889

　平 均 年 齢　  （歳） 40歳4月

　平均給料月額 　（円）   314,442

　平均給与月額 　（円）   360,188

　平 均 年 齢　  （歳）  41歳

国の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 188,000 188,000

大　学　卒 220,000 220,000

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職
級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1 1 14.3 1
2 1 14.3 2
3 2 28.6 3
4 0 0.0 4
5 2 28.6 5
6 0 0.0
7 1 14.2

7 100.0

1 0 0.0 1
2 2 28.6 2
3 2 28.5 3
4 1 14.3 4
5 1 14.3 5
6 0 0.0
7 1 14.3

7 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

令和7年1月1日現在

令和6年1月1日現在

区　　　分 一般行政職(円）

区　　　　分

主　事 主　事 主　査　　　　　　課長補佐 主幹 部次長

令和7年1月1日
現　　　　　在

令和6年1月1日
現　　　　　在
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

代表的な職種
一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 7 7

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 1 1

３号級 （人） 2 2

４号級 （人） 4 4

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 7 7

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

１号級 （人） 1 1

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 1 1

４号級 （人） 5 5

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0 

支 給 期 別 支 給 率（月分）
６月 １２月

本 年 度 2.3 2.3 4.6 有

前 年 度 2.25 2.25 4.5 有

国の制度 2.3 2.3 4.6 有

定年前早期退職
特　例　措　置

 （2％～20％加算）
定年前早期退職
特　例　措　置

 （3％～45％加算）

区分 合計

　号級数別内訳

　号級数別内訳

区　分 支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

支給率等
（令和7年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709 

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 
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　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

代表的な職種

一般行政職 技能労務職

  　給料総額に対する比率　（％） 0.04 0.04

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

代表的な特殊勤務手当の名称 水道料金徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種
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過年度分

左の財源
内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 その他

千円 千円 千円 千円

93,893 令和6年度 21,181
令和７年度

～
令和10年度

72,712 72,712

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額

事項 限度額

小浜市上下水道料金
徴収等業務委託

上下水道料金システ
ム更新業務 31,786

令和７年度
～

令和12年度
31,786 31,786
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 1,746,282

1. 営業収益 822,986

1. 下水道使用料 738,383 使用料収入

2. 他会計負担金 84,080
雨水処理に要する経費に対する一
般会計負担金

6. その他営業収益 523 下水路占用料等

2. 営業外収益 923,296

2. 他会計負担金 455,684
分流式下水道等に要する経費等
に対する一般会計負担金等

3. 他会計補助金 1,340 一般会計補助金

4. 補助金 527 三味線堀樋門操作委託金

5. 長期前受金戻入 461,462
償却資産取得財源の減価償却見合
分の収益化

7. 雑収益 3,783 原子力立地給付金等

8. 貸倒引当金戻入益 500 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 1,746,168

1. 営業費用 1,551,754

1. 管渠費 85,697 管渠維持管理費用

2. 処理場費 352,771
浄化センター、処理施設維持管理
費用

3. ポンプ場費 19,421 中継ポンプ場維持管理費用

5. 総係費 92,157 業務活動に要する費用

6. 減価償却費 989,708 固定資産の減価償却費

7. 資産減耗費 12,000 固定資産の除却費

2. 営業外費用 192,459

1. 支払利息および企業債取扱諸費 163,324 企業債借入金利息等

2. 雑支出 6,574 下水道使用料過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 22,561

3. 特別損失 155

4. 過年度損益修正損 100

5. その他特別損失 55

4. 予備費 1,800

1. 予備費 1,800

収益的収入および支出

令和７年度　小浜市下水道事業会計予算実施計画
（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 1,451,565

1. 企業債 821,200

1. 企業債 821,200 建設改良債等

2. 出資金 266,846

1. 他会計出資金 266,846
企業債元金相当分等に対する
一般会計出資金

5. 補助金 351,800

2. 補助金 351,800
社会資本整備総合交付金、機能強化
事業補助金

7. 受益者負担金および分担金 10,119

1. 受益者負担金および分担金 10,119 受益者負担金および分担金等

8. 貸付金収入 1,600

2. 短期貸付金収入 1,600 水洗便所改造資金貸付金元金収入

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 2,017,919

1. 建設改良費 818,050

1. 管渠建設改良費 358,168 管渠建設改良費

2. 処理場建設改良費 194,100 浄化センター建設改良費

3. ポンプ場建設改良費 239,232 ポンプ場建設改良費

4. 事務費 17,690 建設改良に要する事務費

5. 営業設備費 5,733 備品購入費等

6. リース債務支払額 3,127 リース料支払

2. 企業債償還金 1,197,270

1. 企業債償還金 1,196,452 企業債借入金元金

2. 企業債繰上償還金 818 企業債繰上償還金元金

4. 貸付金 1,600

2. 短期貸付金 1,600 水洗便所改造資金貸付金

6. 返還金 999

1. 国庫補助金返還金 999 国庫補助金の返還金

資本的収入および支出
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目
予定額

（合計）
下水道
事業

農業集落
排水事業

漁業集落
排水事業

1. 事業収益 1,746,282 1,226,827 427,766 91,689

1. 営業収益 822,986 563,882 231,703 27,401

1. 下水道使用料 738,383 479,307 231,678 27,398

2. 他会計負担金 84,080 84,080 0 0

6. その他営業収益 523 495 25 3

2. 営業外収益 923,296 662,945 196,063 64,288

2. 他会計負担金 455,684 357,888 70,563 27,233

3. 他会計補助金 1,340 740 600 0

4. 補助金 527 527 0 0

5. 長期前受金戻入 461,462 302,146 122,875 36,441

7. 雑収益 3,783 1,144 2,025 614

8. 貸倒引当金戻入益 500 500 0 0

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目
予定額

（合計）
下水道
事業

農業集落
排水事業

漁業集落
排水事業

1. 事業費 1,746,168 1,211,734 427,629 106,805

1. 営業費用 1,551,754 1,055,925 390,746 105,083

1. 管渠費 85,697 46,927 34,719 4,051

2. 処理場費 352,771 210,968 98,803 43,000

3. ポンプ場費 19,421 19,421 0 0

5. 総係費 92,157 67,820 17,298 7,039

6. 減価償却費 989,708 698,789 239,926 50,993

7. 資産減耗費 12,000 12,000 0 0

2. 営業外費用 192,459 154,654 36,383 1,422

1. 支払利息および企業債取扱諸費 163,324 135,552 27,222 550

2. 雑支出 6,574 6,414 88 72

3. 消費税および地方消費税 22,561 12,688 9,073 800

3. 特別損失 155 155 0 0

4. 過年度損益修正損 100 100 0 0

5. その他特別損失 55 55 0 0

4. 予備費 1,800 1,000 500 300

1. 予備費 1,800 1,000 500 300

収益的収入および支出
令和７年度　小浜市下水道事業会計予算実施計画　事業別内訳
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目
予定額
（合計）

下水道
事業

農業集落
排水事業

漁業集落
排水事業

1. 資本的収入 1,451,565 1,299,064 152,057 444

1. 企業債 821,200 736,800 84,400 0

1. 企業債 821,200 736,800 84,400 0

2. 出資金 266,846 235,791 30,611 444

1. 他会計出資金 266,846 235,791 30,611 444

5. 補助金 351,800 318,500 33,300 0

2. 補助金 351,800 318,500 33,300 0

7. 受益者負担金および分担金 10,119 6,373 3,746 0

1.
受益者負担金および分担
金

10,119 6,373 3,746 0

8. 貸付金収入 1,600 1,600 0 0

2. 短期貸付金収入 1,600 1,600 0 0

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目
予定額
（合計）

下水道
事業

農業集落
排水事業

漁業集落
排水事業

1. 資本的支出 2,017,919 1,711,124 299,629 7,166

1. 建設改良費 818,050 761,892 56,086 72

1. 管渠建設改良費 358,168 302,668 55,500 0

2. 処理場建設改良費 194,100 194,100 0 0

3. ポンプ場建設改良費 239,232 239,232 0 0

4. 事務費 17,690 17,690 0 0

5. 営業設備費 5,733 5,733 0 0

6. リース債務支払額 3,127 2,469 586 72

2. 企業債償還金 1,197,270 946,633 243,543 7,094

1. 企業債償還金 1,196,452 945,815 243,543 7,094

2. 企業債繰上償還金 818 818 0 0

4. 貸付金 1,600 1,600 0 0

2. 短期貸付金 1,600 1,600 0 0

6. 返還金 999 999 0 0

1. 国庫補助金返還金 999 999 0 0

資本的収入および支出
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（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 8,897

減価償却費 989,708

資産減耗費 12,000

長期前受金戻入額 △ 461,462

支払利息および企業債取扱諸費 163,324

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 250

賞与等引当金の増減額（△は減少） 1,227

未収金の増減額（△は増加） 250

その他資産負債 △ 7,104

　　小計 706,590

利息の支払額 △ 156,797

業務活動によるキャッシュ・フロー 549,793

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 883,449

国・県補助金による収入 421,880

受益者負担金による収入 9,199

貸付による支出 △ 1,600

貸付金回収による収入 1,600

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 452,370

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 853,400

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 1,197,270

一般会計出資金による収入 266,846

リース債務の返済による支出 △ 3,009

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 80,033

Ⅳ　資金増加(減少)額 17,390

Ⅴ　資金期首残高 547,086

Ⅵ　資金期末残高 564,476

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和７年度　小浜市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）
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税抜金額 （単位：千円）

１. 営業収益

（１）下水道使用料 680,451

（２）他会計負担金 76,446

（３）その他営業収益 529 757,426

２. 営業費用

（１）管渠費 72,398

（２）処理場費 312,555

（３）ポンプ場費 20,470

（４）総係費 71,547

（５）減価償却費 1,010,023

（６）資産減耗費 12,000 1,498,993

営業損失 741,567

３. 営業外収益

（１）他会計負担金 452,706

（２）他会計補助金 1,120

（３）補助金 458

（４）長期前受金戻入 466,785

（５）雑収益 6,026 927,095

４. 営業外費用

（１）支払利息および企業債取扱諸費 174,638

（２）雑支出 3,270 177,908 749,187

経常利益 7,620

５．特別損失

（１）過年度損益修正損 100

（２）その他特別損失 9,942 10,042 10,042

当年度純損失 2,422

前年度未処理欠損金 273,100

当年度未処理欠損金 275,522

令和６年度　小浜市下水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 673,425

ロ．建物 1,207,046

減価償却累計額 △ 156,210 1,050,836

ハ．構築物 24,917,900

減価償却累計額 △ 3,035,378 21,882,522

ニ．機械および装置 2,137,714

減価償却累計額 △ 583,010 1,554,704

ホ．車両運搬具 1,822

減価償却累計額 △ 1,318 504

へ．工具・器具および備品 5,276

減価償却累計額 △ 2,106 3,170

ト．リース資産 1,511

減価償却累計額 △ 1,088 423

チ．建設仮勘定 43,464

有形固定資産合計 25,209,048

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 224

無形固定資産合計 225

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 3,134

貸倒引当金 △ 171

投資その他の資産合計 2,963

　固定資産合計 25,212,236

２．流動資産

（1）現金預金 547,086

（2）未収金 134,729

貸倒引当金 0 134,729

（3）前払金 15,800

（4）その他流動資産 50

　流動資産合計 697,665

資産合計 25,909,901

３．固定負債

（1）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,170,376

（2）リース債務 0

　固定負債合計 10,170,376

令和６年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）

（令和７年３月３１日）

資産の部

負債の部

35

下水道事業会計



４．流動負債

（1）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,196,968

（2）リース債務 0

（3）未払金 372,639

（4）未払費用 8,871

（5）引当金

イ．賞与等引当金 5,158 5,158

（6）その他流動負債 600

　流動負債合計 1,584,236

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 174,113

収益化累計額 △ 12,174 161,939

ロ．補助金 10,610,474

収益化累計額 △ 1,250,138 9,360,336

ハ．他会計補助金 318,012

収益化累計額 △ 78,729 239,283

ニ．受益者負担金および分担金 2,031,171

収益化累計額 △ 239,079 1,792,092

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．補助金 18,777

　繰延収益合計 11,572,427

負債合計 23,327,039

６．資本金

（1）資本金

イ．出資金 1,911,531

ロ．固有資本金 683,557

　資本金合計 2,595,088

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 275,522

利益剰余金合計 △ 275,522

　剰余金合計 △ 12,226

資本合計 2,582,862

　負債資本合計 25,909,901

資本の部
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物      １５年～５０年  

構築物      １０年～５０年 

機械および装置      ６年～３０年 

車両運搬具        ３年～６年 

工具・器具および備品   ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア  ５年  

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は６，３８７，７７１

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市下水道事業は、下水道事業、農業集落排水事業および漁業集落排水事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、下水道事業、農業集落排水事

業、漁業集落排水事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

下水道事業 下水道事業認可区域において汚水・雨水を処理する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務 

漁業集落排水事業 漁業集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債その他の項目の金額 

前年度（自：令和６年４月１日 至：令和７年３月３１日） 

（単位：千円） 

 下水道事業 
農業集落 

排水事業 

漁業集落 

排水事業 
合計 

営業収益 ５１５，６６６ ２１３，４１５ ２５，３４５ ７５７，４２６ 

営業費用 １，０１０，９９８ ３９６，５０４ ９１，４９１ １，４９８，９９３ 

営業損益 △４９２，３３２ △１８３，０８９ △６６，１４６ △７４１，５６７ 

経常損益 ２，４００ ３，５６４ １，６５６ ７，６２０ 

セグメント資産 １８，１１３，４５７ ６，６３６，０４１ １，１６０，４０３ ２５，９０９，９０１ 

セグメント負債 １７，４６６，０４０ ４，９９２，７８４ ８６８，２１５ ２３，３２７，０３９ 

その他項目     

 他会計繰入金 ６５４，８０９ １０５，６８２ ３１，４４８ ７９１，９３９ 

 減価償却費 ６８８，４２４ ２７０，４７０ ５１，１２９ １，０１０，０２３ 

 有形固定資産

および無形固

定資産の増加

額 

△３３８，０２２ △２３７，０２０ △５１，１２９ △６２６，１７１ 
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 （１）ファイナンス・リース取引 

      未経過リース料相当額 

       １年内   １５４千円 

       １年超     ０千円 

        計    １５４千円 

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和６年度において、令和６年度６月期末手当および勤勉手当として３，３４２千円

を支給するため、また、令和６年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費６

４９千円を支出するため、賞与等引当金３，９９１千円を取り崩した。 
 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

令和６年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納が見

込まれるため、破産更生債権額を減額した。 
このうち、貸倒引当金に計上している分として同額の収納が見込まれるため、貸倒引

当金を２５０千円取り崩した。 
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 673,425

ロ．建物 1,207,046

減価償却累計額 △ 198,302 1,008,744

ハ．構築物 25,056,634

減価償却累計額 △ 3,854,094 21,202,540

ニ．機械および装置 2,870,429

減価償却累計額 △ 708,330 2,162,099

ホ．車両運搬具 1,822

減価償却累計額 △ 1,651 171

へ．工具・器具および備品 5,276

減価償却累計額 △ 2,659 2,617

ト．リース資産 31,608

減価償却累計額 △ 3,782 27,826

チ．建設仮勘定 43,464

有形固定資産合計 25,120,886

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 224

無形固定資産合計 225

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 2,884

貸倒引当金 79

投資その他の資産合計 2,963

　固定資産合計 25,124,074

２．流動資産

（1）現金預金 564,476

（2）未収金 134,729

貸倒引当金 0 134,729

（3）前払金 15,800

（4）その他流動資産 50

　流動資産合計 715,055

資産合計 25,839,129

３．固定負債

（1）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,855,192

（2）リース債務 21,068

　固定負債合計 9,876,260

令和７年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和８年３月３１日）

資産の部

負債の部

（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）
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４．流動負債

（1）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,168,282

（2）リース債務 6,020

（3）未払金 372,639

（4）未払費用 8,294

（5）引当金

イ．賞与等引当金 6,385 6,385

（6）その他流動負債 600

　流動負債合計 1,562,220

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 174,113

収益化累計額 △ 16,376 157,737

ロ．補助金 10,993,715

収益化累計額 △ 1,617,888 9,375,827

ハ．他会計補助金 318,012

収益化累計額 △ 104,456 213,556

ニ．受益者負担金および分担金 2,079,009

収益化累計額 △ 302,862 1,776,147

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．補助金 18,777

　繰延収益合計 11,542,044

負債合計 22,980,524

６．資本金

（1）資本金

イ．固有資本金 1,911,531

ロ．出資金 950,403

　資本金合計 2,861,934

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 266,625

利益剰余金合計 △ 266,625

　剰余金合計 △ 3,329

資本合計 2,858,605

　負債資本合計 25,839,129

資本の部
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物      １５年～５０年  

構築物      １０年～５０年 

機械および装置      ６年～３０年 

車両運搬具        ３年～６年 

工具・器具および備品   ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア  ５年  

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５，４５７，３６９

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市下水道事業は、下水道事業、農業集落排水事業および漁業集落排水事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、下水道事業、農業集落排水事

業、漁業集落排水事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

下水道事業 下水道事業認可区域において汚水・雨水を処理する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務 

漁業集落排水事業 漁業集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債、その他の項目の金額 

当年度（自：令和７年４月１日 至：令和８年３月３１日） 

（単位：千円） 

 下水道事業 
農業集落 

排水事業 

漁業集落 

排水事業 
合計 

営業収益 ５２０，３０９ ２１０，６４２ ２４，９１４ ７５５，８６５ 

営業費用 １，０２８，６１４ ３７８，１３３ １０１，５３０ １，５０８，２７７ 

営業損益 △５０８，３０５ △１６７，４９１ △７６，６１６ △７６１，４６４ 

経常損益 １９，１４５ ２，８４１ △１２，９３４ ９，０５２ 

セグメント資産 １８，２９６，７８２ ６，４２６，７３０ １，１１５，６１７ ２５，８３９，１２９ 

セグメント負債 １７，３９４，５８４ ４，７５０，０２１ ８３５，９１９ ２２，９８０，５２４ 

その他項目     

 他会計繰入金 ６７８，４９９ １０１，７７４ ２７，６７７ ８０７，９５０ 

 減価償却費 ６９８，７８９ ２３９，９２６ ５０，９９３ ９８９，７０８ 

 有形固定資産

および無形固

定資産の増加

額 

１３１，６１８ △１８４，０７１ △３５，７０９ △８８，１６２ 
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 （１）ファイナンス・リース取引 

      未経過リース料相当額 

       １年内    ６，０２０千円 

       １年超   ２１，０６８千円 

        計    ２７，０８８千円 

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和７年度において、令和７年度６月期末手当および勤勉手当として３，２１１千円

を支給するため、また、令和７年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費 
６１０千円を支出するため、賞与等引当金３，８２１千円を取り崩す。 

 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

令和７年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納が見

込まれるため、破産更生債権額を減額する。 
このうち、貸倒引当金に計上している分として同額の収納が見込まれるため、貸倒引

当金を２５０千円取り崩す。 
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職 員 数

（人） 報 酬 給 料
期末手当

支給率(月分)
その他の
手  　当

計

その他の
特 別 職

15 875 0 0 0 875 0 875

計 15 875 0 0 0 875 0 875

その他の
特 別 職

0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職

15 875 0 0 0 875 0 875

計 15 875 0 0 0 875 0 875

0 0 0 0

0 0 0 0

0

議　員

議　員 0 0 0 0

0

比　較

長　等 0 0 0

0

00 00

本年度

0

0 0 0 0

0

前年度

長　等 0 0 0

0 0

0

0

議　員 0 0 0

0

0 0 0

0

0

0

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

特　別　職 （単位　千円）

区　　分

給　　　　　　与　　　　　　　費

共済費 合　計 備　考

長　等 00 0
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

手　当

本 年 度

前 年 度

比　　較

合計
(0) (0)

0

0

0

資本勘定支弁職員

0

損益勘定支弁職員
(0)

0 0

(0) (0)

(0) (1)

(0)

0

0 7,060

2,081 29,596

2,081 21,666

8

(1)

(1)

0 6

2,374

(1)

(0) (0)

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分

前 年 度

比  　較

区　分

損益勘定支弁職員

前 年 度

0 2

(0)

(0)

(0)

0 8

合計
(0)

本 年 度

(0)

6

45,669

13,523

59,192

8,293

手　当 手　当手　当

0

17,915

4,199 11,259

37,37613,0632,374

△ 1,724

△ 653293 △ 597

0

0 2

0

2,264

767 963 1,730

△ 957 654 △ 303

15,556

49,592

△ 309

10,557

36,609

2,573

7,330 43,939

△ 2,033

0 10

59,495

21,939

9,903

超過勤務

手  当

1,990

特殊勤務

380

（単位　千円）

10

0

396

1,610

1,458

扶　養 単身赴任

28,999

0

住　居 通　勤 管理職

17,262 48,635

12,983

387

手　当 手　当

合　計

17,262

△ 653

一　般　職

　（１）　総　　括

区　分
職 員 数（人）

特別職 一般職 報　酬 給   料 手　当

（単位　千円）

法定福利費 合　計
　　給　　 与　　 費

計

△ 396

別損失）

0 43 0

手当（特

資本勘定支弁職員

本 年 度

合計

12,862

0 5,0537,930

293 273 201

17,915

△ 870 △ 854

7260 5,454 4,310 3,211

5,360 4,307

1,854 0 344 396

宿日直 期　末 勤　勉 賞与引当

3,354 00

0

手  当 手  当 手　当 金繰入額

比  　較 0 △ 94 △ 3 143 △ 726
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

勤　勉

手　当

277

237

40

1,286

5,053

12,081

45,349

46,730

273 70

超過勤務

手  当
通　勤 管理職 特殊勤務

（単位　千円）

△ 7840 △ 597

△ 2,033△ 854

343

28,999

計

34,090 7,824 41,914

11,259 2,264 13,523

△ 1,724

9,454

△ 309

943

△ 870

33,747

12,983

手　当

12,151

単身赴任

△ 1,381 634 △ 747

手　当 手　当 手　当

131

期　末 勤　勉 賞与引当
合　計

0

3,049

0 131

別損失）

手当（特

44

20 444

0

4,073 2,950 726

444

43 0

（単位　千円）

手当（特

合　計
計

法定福利費

0

0 0

3,3112,862781

0

781

000

手　当
　　給　　 与　　 費

報　酬

912

5,171

469 3,755

△ 43

6,881 40,628

15,556

4,199

16,350

17,134

21,666

29,596

7,930

56,184

（単位　千円）

2,573

10,088

21,939

給   料

7,060

55,437

0

00 2

職 員 数（人）

特別職 一般職 報　酬
　　給　　 与　　 費

法定福利費 合　計

0

比　　較

損益勘定支弁職員 0 0

0

0

8

0

前 年 度

損益勘定支弁職員 0 6 0

0 0

資本勘定支弁職員 0

本 年 度

損益勘定支弁職員 0 6

0

資本勘定支弁職員

1,990

前 年 度 0

宿日直
区　分

手  当

17,134

△ 78499 △ 726

0

1,610

3800

10

0

別損失）金繰入額

396

16,350本 年 度

手　当

前 年 度

(0) (1)
0 0

資本勘定支弁職員

合計 (1)

0
資本勘定支弁職員 (0)(0)

(0) (0)

0
(1)(0)

0

損益勘定支弁職員

0 0

(0)

0

損益勘定支弁職員

(0)

資本勘定支弁職員

00

0

(0) (0)
0 0

0 0

0330 305

0 0 0

2,081

131

期　末 賞与引当

手　当 金繰入額

3,286

0 0 0

0 △ 141

293

293

424

前 年 度 283 261 0

合計

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分

比　　較

(0) (0)

(0)

本 年 度

比  　較 47

0

（単位　千円）

合　計

912

781

0

2,081

0000

449

0 912 3,286

0

4692,374

0

200 424

3,3114492,862

2,374

　イ　会計年度任用職員

区　分

職　員　手　当

の　　内　　訳

本 年 度

△ 396

1,458

2

合計

合計

比  　較

(0) (1)

0

0

給   料

住　居
手　当

101,854前 年 度

00

　ア　会計年度任用職員以外の職員

0

0 387 396

手　当

5,030

本 年 度

合計

0

3440

手  当

特別職 一般職

損益勘定支弁職員

職 員 数（人）

0 0

合計

手　当
区　分

扶　養

資本勘定支弁職員 0

4,030

比  　較

8

区　分

0

3,755
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 △ 597

1,195

308

職員手当 △ 653 858

△ 1,511

制度改定に伴う
増　　減　　分

給料および報酬改定に伴う期
末勤勉手当の増額、期末勤勉
手当の支給率改定に伴う増額

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

△ 2,100 異動等に伴う分

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）
7級

技師 主査 課長補佐 主幹

6 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級

7 0 0.0
6 0 0.0

1 16.7 5
4 2 33.3 4

8 100.0

令和6年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

3 3 50.0 3
2 0 0.0 2

5

4 2 25.0 4

7 0 0.0
6 0 0.0

2 0 0.0 2

令和7年1月1日
現　　　　　在

1 2 25.0 1

3 3 37.5 3

5 1 12.5 5

区　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

令和6年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   334,016

　平均給与月額 　（円）   

高　校　卒 188,000 188,000

大　学　卒 220,000 220,000

387,386

　平 均 年 齢　  （歳） 46歳7月

区　　　分 一般行政職(円）
国の制度

一般行政職（円）

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

令和7年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   301,062

　平均給与月額 　（円）   365,114

　平 均 年 齢　  （歳） 38歳2月
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （3％～45％加算）

支給率等
(令和7年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （2％～20％加算）

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

前 年 度 2.25 2.25 4.5 有

国の制度 2.3 2.3 4.6 有

１２月

本 年 度 2.3 2.3 4.6 有

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 75.0 75.0

区　分
支 給 期 別 支 給 率（月分）

支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置
６月

３号級 （人） 1 1　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

４号級 （人） 5 5

　号級 （人）

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 8 8

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 6 6

6

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 87.5 87.5

２号級 （人） 0 0

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

３号級 （人） 1 1

４号級 （人） 6

区分 合計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 8 8
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扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称 下水道使用料徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

  　給料総額に対する比率　（％） 0.03 0.03

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職
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当該年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
国庫
支出金

企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

水取排水区浸
水対策ポンプ
場整備

242,550 0
令和8年度
～

令和9年度
242,550 121,275 121,200 75

小浜浄化セン
ター汚泥脱水
設備等の改築

618,000 0
令和8年度
～

令和9年度
618,000 339,900 278,000 100

水取排水区浸
水対策乗り越
し管新設

12,000 0 令和8年度 12,000 6,000 6,000 0

過年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
国庫
支出金

企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

小浜市上下水
道料金徴収等
業務委託

82,466 令和6年度 18,604
令和7年度
～

令和10年度
63,862 63,862

上下水道料金
システム更新

業務
28,032

令和7年度
～

令和12年度
28,032 28,032

債務負担行為に関する調書

左の財源内訳

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳
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